
重点事項について

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（１）地方創生

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

１
指定都市市長
会
（国土交通省）

公有地の拡大の推進に
関する法律に基づき取
得した土地の利用に関
する規制の緩和
（公有地の拡大の推進に関
する法律）
【政令改正】

公有地の拡大の推進に関する法律の手続に
より取得した土地について、都市計画の見直し
で都市計画区域外となったものは、現行の法令
に基づく利用が困難なため、利用制限を緩和す
る。

住民が利用する施設のた
めに供することや、売却し
別の事業の財源に充てる
など、資産の有効活用が図
られることにより地方創生
に資する。

２
釧路市、八王
子市
（国土交通省）

都市公園に設置できる
施設に関する規制緩和
（都市公園法）
【政令改正】

都市公園に設置できる施設について、地域の
ニーズに合わせ、児童館、地域のコミュニティ活
動の拠点となる施設を設置できるよう規制を緩
和する。

子どもと子育て世代が暮
らしやすい生活環境の充実
や地域活動の活性化につ
ながる。

参考資料２



重点事項について

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（１）地方創生

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

３
富山県
（国土交通省）

防災拠点・避難所に非
常用の合併処理浄化槽
を設置する場合におけ
る建築基準法の規制緩
和
（建築基準法）
【法律改正】

下水道処理区域においてトイレを設置する場
合は、汚水管が公共下水道に連結された水洗
トイレとしなければならないが、防災拠点・避難
所については、下水道処理区域であっても合併
処理浄化槽に連結したトイレを整備することを
可能とする。

災害により下水管が破損
した場合に、短時間で復旧
可能なトイレを確保すること
で、地域の状況に応じた災
害に強いまちづくりが可能
となる。

４
埼玉県
（国土交通省）

既存の住宅を寄宿舎に
活用する場合、階段基
準を住宅と同じ基準に
見直し
（建築基準法）
【政令改正】

既存の住宅をグループホームやシェアハウス
など寄宿舎に活用する場合、建築基準法上の
階段基準を寄宿舎の基準から住宅と同じ基準
に緩和する。

（階段けあげ：22cm以下→23cm以下、
階段踏面：21cm以上→15cm以上）

空き家の有効活用が図ら
れるとともに、若者向け住
宅の提供により、地域に若
者を集めることが可能とな
る。



重点事項について

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（２）一億総活躍社会の実現

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

５
特別区長会
（厚生労働省）

「特別養護老人ホー
ム」と「障害者向けの
グループホーム」の合
築に関する規制緩和
（障害者総合支援法）
【省令改正】

用地が限られた都市部において、「特別養護
老人ホーム」と「障害者向けグループホーム」の
整備を促進するため、これらを同一の建物に合
築することを可能とする。

「障害者向けグループ

ホーム」の整備が進むこと
で地域共生社会の実現に
資する。

６

滋賀県、兵庫
県、和歌山県、
鳥取県、徳島
県
（厚生労働省）

サテライト型養護老人
ホームの設置基準の見
直し
（老人福祉法）
【省令改正】

効率的な養護老人ホームの整備を進めるた
め、サテライト型養護老人ホームを設置する際
の本体施設として、介護老人保健施設、病院及
び診療所に加えて、養護老人ホームも可能とす
る。

サテライト型養護老人
ホームの整備が進むことで、
高齢者が安心して生活でき
る施設の確保に資する。



提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

７
島牧村
（厚生労働省）

指定小規模多機能型居
宅介護の居間及び食堂
の共用に関する規制緩
和
（指定地域密着型サービス
及び指定地域密着型介護予
防サービスに関する基準に
ついて）
【通知改正】

小規模自治体においても必要に応じた介護保
険サービスを効果的に提供できるようにするた
め、指定小規模多機能型居宅介護の居間及び
食堂を介護予防・日常生活支援総合事業の交
流スペースとして共用することを可能とする。

限られた施設を有効活用
することで、高齢者が住み
慣れた地域で必要なサー
ビスを受けることが可能と
なる。

８
川口市
（総務省）

他自治体において退職
した職員に係る再任用
制度の規制緩和
（地方公務員法）
【法律改正】

現行法では再任用することができる職員
は「当該地方公共団体の定年退職者等」に
限られているが、県との人事交流により市
立高等学校で勤務していた教職員など、他
自治体において退職した職員を再任用でき
るようにする。

自治体にとっては優秀
な人材を広く募ることが
可能になるとともに、退
職者にとっても多様な就
労機会が確保され、一億
総活躍社会の実現に資す
る。

重点事項について

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（２）一億総活躍社会の実現



重点事項について

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

９

兵庫県、川西市、
滋賀県、大阪府、
和歌山県、鳥取県、
徳島県、堺市、関
西広域連合
（内閣府、文部科
学 省 、 厚 生 労 働
省）

幼保連携型認定こども園の
設備に関する基準の緩和
（就学前の子どもに関する教育、
保育等の総合的な提供の推進に
関する法律）
【省令改正】

都市部では土地の確保が困難であ
り、国が定めた基準通りに園庭を整
備することが困難なことから、その位
置及び面積について、現在「従うべき
基準」とされているものを「参酌すべき
基準」に見直す。 地域の実情に応じた基準

を設定することにより、幼保
連携型認定こども園の整備
が促進され、待機児童の解
消につながる。

都市部では土地や建物の確保が困
難な場合があるため、３階以上に
設置できる保育室等は、３歳未満
を対象とするものに限られている
現行の基準を、３歳以上について
も可能となるよう見直す。

10

箕面市、高知市、倉
敷市
（内閣府、厚生労働
省）

子ども・子育て支援新制度下
における保育短時間制度の
見直し
（子ども・子育て支援法）
【法律改正】

保育標準時間と保育短時間を区分
することによる保護者側の利点が少
ない上、支給認定に係る市町村や事
業者の負担が多く発生しているため、
保育短時間制度を見直す。

市町村や事業者の事務
負担が軽減されるとともに、
経営の見通しが図られ、子
ども・子育て環境の充実に
つながる。

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（３）子ども・子育て支援



重点事項について

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

11

宇都宮市
（内閣府、文部科
学省、厚生労働
省）

施設型給付費等に係る「処遇
改善等加算」の加算率の認
定に関する事務権限の都道
府県から指定都市・中核市へ
の移譲
（施設型給付費等に係る処遇改善
等加算について）
【通知改正】

施設型給付費等に係る「処遇改善
等加算」の加算率の認定に関する事
務権限を、都道府県から指定都市・中
核市へ移譲する。

都 道 府 県 の 認 定 ス ケ
ジュールに左右されること
なく、指定都市・中核市が
行う概算給付の期間を短
縮できる。その結果、施設・
事業所が保育士等に対し、
より早期から本来の賃金を
支払うことができる。

12
特別区長会
(内閣府、厚生労働
省)

家庭的保育事業等における
食事提供の搬入施設の緩和
及び連携施設に関する経過
措置の延長
（児童福祉法）
【省令改正】

家庭的保育事業等の食事について、
現に幼稚園等へ搬入を実施して園児
の食の安全性等が確保されていると
認められる民間事業者からも搬入で
きるようにする。
また、併せて連携施設の確保を猶予

する経過措置を延長する。

民間事業者のノウハウを活
用して、保育の質を確保しつ
つ、園児の食の安全の確保を
行うことが可能となる。また、
経過措置の延長により、家庭
的保育事業等への事業者の
参入を促進する。

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（３）子ども・子育て支援



重点事項について

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

13

兵庫県、滋賀県、
和歌山県、鳥取県、
徳島県、堺市
(内閣府、厚生労働
省)

病児保育事業に係る要件の
緩和
（病児保育事業実施要綱）
【要綱改正】

国庫補助を受けて病児保育事業を
実施する場合の要件を以下のとおり
緩和する。
・診療所等で病児保育を実施する際、
利用児童数が定員2名以下の場合
には、看護師１名の配置で対象とな
るよう要件を緩和する。

・従来の体制より手厚い人員配置とし
た上で、ファミリーサポートセンター
会員の配置でも可能とする。

人口の少ない地域や、区域
が広いため複数の病児保育
施設が必要な地域において、
柔軟な人材の手当による病児
保育事業の安定的な運営に
つなげることができ、地方にお
ける子育て環境の充実に資
する。

14
栃木県
(内閣府、厚生労働
省)

一時預かり事業及び病児保
育事業の届出提出先の市町
村への変更並びに立入検査
事務の市町村への移譲
（児童福祉法）
【法律改正】

一時預かり事業及び病児保育事業
（市町村以外の者が実施するものに
限る）の届出提出先を、都道府県から
市町村に変更し、併せて立入検査権
限を市町村に移譲する。

市町村が、事業の委託等
から立入検査まで一体的
に行うことにより、一貫した
指導監督が可能となる。

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（３）子ども・子育て支援



重点事項について

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

15
東広島市
（内閣府、厚生労
働省）

延長保育又は一時預かりと
放課後児童クラブを併設運
営する場合の職員配置基準
等の緩和
（児童福祉法）
【省令改正】

保育所等と放課後児童クラブが併設
され、利用児童数が少ない場合に、
延長保育事業と放課後児童健全育成
事業の職員の兼務を認め、一体的に
運用できるようにする。

利用児童数が少ない場合
に限り、一体的な運用を認
めることで、人材不足を解
消し、利用者の利便性の向
上や利用できるサービスの
選択幅が広がる。

16

松山市、愛媛県及び
県内市町、栃木県、
広島市
（厚生労働省）

都道府県が行う「放課後児童
支援員認定資格研修」に関
する受講免除等の要件緩和
等
（児童福祉法）
【省令改正】

保育士や子育て支援員研修（放課
後児童コース）修了者、制度開始以前
から同様の業務に従事している職員
等について、受講科目の一部又は全
部を免除する。

放課後児童支援員の確
保が困難な中、一定の資
質を有する人材が確保され
やすくなり、人材不足が解
消され、ひいては放課後児
童クラブの充実に資する。

研修の実施主体に指定都市を追加
する。

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（３）子ども・子育て支援



重点事項について

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

17
大分市
（厚生労働省）

指定障害児通所支援事業者
の指定等の権限の都道府県
から中核市への移譲
（児童福祉法）
【法律改正】

指定障害児通所支援事業者の指定
及び業務管理体制の整備に関する届
出・報告の受理、勧告、命令等の権限
を、都道府県から中核市へ移譲する。

障害福祉サービス事業者
の指定等は現在中核市で
行っていることから、障害
者、障害児向けサービスを
一体的に行えるようになり、
事業者の負担軽減やサー
ビス向上につながる。

18
広島市
(厚生労働省)

民生委員とは別の者が児童
委員になることができるよう
見直し
（児童福祉法）
【法律改正】

地域の実情に応じて、民生委員とは
別の者が児童委員になることができ
るよう、民生委員を兼務しない児童委
員の委嘱規定を設ける。

児童委員がその業務に
注力することができるため、
児童委員の機能強化につ
ながるとともに、民生委員
の負担軽減が図られる。

① 地方創生、一億総活躍社会の実現に資するもの
（３）子ども・子育て支援



提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

19

兵庫県、滋賀県、
京都府、鳥取県、
徳島県
（環境省）

国定公園における一定の
工作物の建築に係る環境
大臣との協議の廃止
（自然公園法）
【法律改正】

※第２次分権一括法（平成23年８
月公布）により、同意を要する
協議から同意を要しない協議へ
と変更している。

国定公園の特別地域内において、一定
の要件（高さが50メートル又はその地
上部分の容積が30,000立法メートル
超）を超える工作物の新築、改築又は
増築に係る都道府県知事の許可の際に
必要となる環境大臣との協議を廃止す
る。

国定公園の管理責任を
持つ都道府県知事による
許認可を迅速に行うこと
ができ、地域の実情を踏
まえた国定公園の適正な
環境保全のための対策に
資する。

重点事項について

② これまでの地方分権改革の取組を加速・強化するもの



重点事項について

③ 住民サービスの向上や適切な実施に直結するもので、部会での法的な視点から
の専門的な調査・審議に馴染むもの

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

20

京都府、兵庫県、
和歌山県、鳥取県、
徳島県
(内閣府、総務省、国
土交通省、個人情報
保護委員会)

地方公共団体が条例で定め
るマイナンバー利用事務に
ついて、情報連携の利用が
可能となるよう見直し
（行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する
法律）

【規則改正】

地方公共団体が条例で定めるマイ
ナンバー利用事務について、賃貸住
宅管理事務に関し、マイナンバー制
度による情報連携の利用が可能とな
るよう見直す。

マイナンバー制度による
情報連携の利用が広がり、
住民の利便性向上、地方
公共団体の事務処理の効
率化に資する。

21

京都府、滋賀県、
大阪府、兵庫県、
和歌山県、鳥取県、
徳島県、京都市、
関西広域連合、九
州地方知事会
(内閣府、総務省、文
部科学省、厚生労働
省、個人情報保護委
員会)

地方公共団体が条例で定め
るマイナンバー利用事務に
ついて、情報連携の範囲を
拡大するよう見直し
（行政手続における特定の個人を識
別するための番号の利用等に関する
法律）

【法律改正等】

地方公共団体が条例で定めるマイ
ナンバー利用事務について、以下の
事務に関し、マイナンバー制度による
情報連携の範囲を拡大する。
①高等学校等就学支援金の上乗せ
補助事務について生活保護関係情
報及び地方税関係情報を追加

②医療費助成事務について地方税
関係情報を追加

マイナンバー制度による
情報連携の範囲が広がり、
住民の利便性向上、地方
公共団体の事務処理の効
率化に資する。



重点事項について

③ 住民サービスの向上や適切な実施に直結するもので、部会での法的な視点から
の専門的な調査・審議に馴染むもの

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

22

京都府、滋賀県、大
阪府、兵庫県、和歌
山県、鳥取県、徳島
県、京都市、関西広
域連合、九州地方知
事会
(内閣府、総務省、文
部科学省、厚生労働
省、国土交通省、個
人情報保護委員会)

マイナンバー法が定めるマ
イナンバー利用事務につい
て、情報連携の範囲を拡大
するよう見直し
（行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等
に関する法律）
【法律改正等】

マイナンバー法が定めるマイナン
バー利用事務について、以下の事務
に関し、マイナンバー制度による情報
連携の範囲を拡大する。
①特別支援学校への就学奨励事務
について生活保護関係情報を追加

②社会保障給付等事務について療育
手帳関係情報及び外国人生活保護
関係情報を追加

③感染症入院患者の自己負担額認
定等事務について地方税関係情報
を追加

マイナンバー制度による
情報連携の範囲が広がり、
住民の利便性向上、地方
公共団体の事務処理の効
率化に資する。

23

兵庫県、滋賀県、大
阪府、和歌山県、鳥
取県、徳島県、京都
市、関西広域連合、
京都府、九州地方知
事会
(内閣府、総務省、文
部科学省、国土交通
省、個人情報保護委
員会)

マイナンバー利用事務の委
託を受けた者について、情
報連携の利用が可能となる
よう見直し
（行政手続における特定の個人
を識別するための番号の利用等
に関する法律）
【法律改正等】

マイナンバー利用事務の委託を受
けた者について、以下の事務に関し、
マイナンバー制度による情報連携の
利用が可能となるよう見直す。
①高校奨学金事務の委託を受けた公
益財団法人

②公営住宅管理事務の委託を受けた
指定管理者

③公営住宅管理事務の委託を受けた
管理代行者

マイナンバー制度による
情報連携の利用が広がり、
住民の利便性向上、地方
公共団体の事務処理の効
率化に資する。



重点事項について

③ 住民サービスの向上や適切な実施に直結するもので、部会での法的な視点から
の専門的な調査・審議に馴染むもの

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

24

岐阜市、広島
市、指定都市
市長会
(厚生労働省)

生活保護費における返
還金取扱事務に係る規
制緩和
（生活保護法）
【法律改正】

急迫の場合等において資力があるにもかか
わらず保護を受けた場合の返還金について、不
正受給の場合の返還金と同様に、被保護者か
ら申出があった場合は、保護費との調整を可能
とする。

被保護者は金融機関等
での返還金納付手続きが
不要となるとともに、返還金
の未納の減少に資する。

25
岐阜県
（環境省）

鳥獣保護区における狩
猟による捕獲の特例制
度の創設
（鳥獣の保護及び管理並び
に狩猟の適正化に関する法
律）
【法律改正】

鳥獣保護区内では全ての鳥獣の狩猟による
捕獲が禁止されているが、保護区内におけ
る農林業被害の防止等を図るため、イノシ
シ・ニホンジカの狩猟による捕獲を可能と
する制度を導入する。

一般の狩猟者が鳥獣保
護区で狩猟による捕獲が
できるようになることで、
イノシシ・ニホンジカの
捕獲がすすみ、農林業被
害額の低減や、生態系へ
の影響を抑止する効果が
期待できる。



重点事項について

③ 住民サービスの向上や適切な実施に直結するもので、部会での法的な視点から
の専門的な調査・審議に馴染むもの

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

26

指定都市市
長会
（国土交通省、
警察庁）

駐車場出入口設置に係
る規制緩和
（駐車場法）
【政令改正】

駐車場の出入口を設置できないとされている
「道路のまがりかどから五メートル以内の部分」
について、安全や交通渋滞の防止等の観点か
ら、一定の場合、路外駐車場の出入口を設置で
きるよう規制を緩和する。

駐車場の出入口設置場
所の選択肢が増えるため、
より安全・円滑な道路交
通が可能となり、地域の
ニーズに応じたまちづく
りに資する。

27
石川県、伊丹
市
（農林水産省）

地方公共団体が行う農
業共済事業の義務付け
の緩和
（農業災害補償法）
【法律改正】

農業共済事業の中で「必須事業」とされている
「家畜共済」を、「任意事業」とするとともに、都
道府県農業共済保険審査会の必置規制を見直
す。

地域の実態に応じた共済
制度の効率的運営が可能
となる。



重点事項について

③ 住民サービスの向上や適切な実施に直結するもので、部会での法的な視点から
の専門的な調査・審議に馴染むもの

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

28

兵庫県、洲本
市、川西市、滋
賀県、大阪府、
和歌山県、川
越市
（厚生労働省）

70歳から74歳の国民健
康保険被保険者の高額
療養費支給申請手続き
の簡素化
（国民健康保険法）
【省令改正等】

前期高齢者のうち高額療養費制度にお
ける自己負担限度額が後期高齢者（75歳
以上の高齢者）と同一となる70歳から74
歳の国民健康保険被保険者について、高
額療養費の支給申請手続が後期高齢者医
療制度の被保険者と同様となるよう、簡
素化する。

初回に申請を行えば、
次回以降は申請がなく
ても高額療養費が支給
されることになるため、
70歳から74歳の高齢者
の利便性が向上する。

29
豊田市
（総務省）

マイナンバー法上の通
知カードの券面事項の
住所変更に係る追記事
務の廃止
（行政手続における特定の
個人を識別するための番号
の利用等に関する法律）
【法律改正】

住民が住所変更する際には地方公共団体に
おいて通知カードの券面事項の住所変更に係
る追記が必要であるが、通知カードは個人番号
の確認に用いるものであり、本人確認のために
用いるものではないため、住所変更に係る追記
事務を不要とする。

窓口業務の円滑な運用に
伴う住民の待ち時間の短
縮、地方公共団体の事務
負担軽減や経費削減が期
待できる。



重点事項について

③ 住民サービスの向上や適切な実施に直結するもので、部会での法的な視点から
の専門的な調査・審議に馴染むもの

提案団体
（関係府省）

提案 概要 効果等

30
滑川市
（経済産業省、
国土交通省）

砂利採取計画の認可事
務等について、市町村
が関与する機会の拡大
（砂利採取法）
【法律改正】

市町村長が、砂利の採取に伴う災害が発生す
るおそれがあると認めるとき以外でも都道府県
知事等に対し、必要な措置を講ずべきことを要
請することができるよう見直しを行う。

砂利採取計画に基づき適
正な採取が行われるよう、
市町村が状況を把握し、土
地や水資源の保全につな
げる。

31
広島市
（厚生労働省）

市町村において照会可
能な年金記録の範囲の
拡大
（国民年金法）
【要綱改正】

市町村が行っている国民年金に関する住民か
らの申請受理等の窓口業務に関連して協力・連
携事務として行う業務について、業務上必要な
年金情報の確認に手間がかかるため、市町村
において照会可能な年金記録の範囲を拡大す
る。

情報を迅速に確認できる
ことで、住民サービスの向
上に資する。



重点事項について

④ 27年度までに専門部会で重点事項として審議した事項のうち、27年までの対応方
針で28年以降の検討事項とされているもの、及び28年の提案で内容が充実され、
議論を深める必要があるもの

（1）平成27年案件（フォローアップ）
32. 旅館業に関する規制緩和（旅館業法）【政令改正】

33. 介護保険制度における調整交付金のあり方の見直し等（介護保険法）【法律改正等】

34. 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園に係る認定権限の指定都市への移譲
(就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律)【法律改正】

35. 都市公園における運動施設の敷地面積に係る条例委任（都市公園法）【政令改正】

36. 公営住宅建替事業における現地建替要件の緩和（公営住宅法）【法律改正】

37. 土地利用基本計画に係る国への事前協議の廃止等（国土利用計画法）【法律改正】

38. 介護支援専門員に対する指導監督事務の市町村への付与又は移譲
（介護保険法）【法律改正】

39. 生活保護の要保護者の資産・収入等の効果的な調査の実施（生活保護法）【協力要請】

40. 公営住宅の明渡請求の対象となる高額所得者の収入基準の条例化
（公営住宅法）【法律改正】

（２）平成2６年案件（フォローアップ）
41. 町村の都市計画に係る都道府県同意の廃止（都市計画法）【法律改正】

42. 都道府県の地域森林計画に係る国の同意協議の廃止（森林法）【法律改正】


